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杉並区長 岸 本 聡 子 殿 

２０２３年度 杉並区政に関する要望 

 

２０２３年８月２８日 

東京商工会議所杉並支部 

会長  和 田 新 也 

 

 ３年以上におよぶコロナ禍で深刻な打撃を受けた区内事業者は、コロナによる影響は少

なくなってきた一方で、エネルギー・原材料価格の高騰や、人材確保に向けた賃上げ等に

よりコスト負担が増加しているほか、人手不足感もさらに強まりつつあり、厳しい経営環

境は続いている。こうした状況を踏まえ、東京商工会議所杉並支部は、コロナ禍からの本

格回復のために力強い区内経済環境の整備を実現することを喫緊の課題と捉え、またより

働きやすく、住みやすい杉並区を実現するため、地域総合経済団体として、下記のとおり

要望する。 

記 

 

１．エネルギー・原材料価格の高騰等による急激な環境変化へ対応策 

（１）経営安定特例資金による資金繰り支援 

 エネルギー・原材料価格の高騰の影響を受けた事業者に対する資金調達の負担軽減を図

るために実施された「杉並区中小企業資金融資 原油価格・物価高騰等対策特例資金」は区

内事業者からも当面の資金繰りに役立ったとの声が聞かれており、大いに評価できる。現

在でも、区内中小企業・小規模事業者へのエネルギー・原材料価格の高騰による負担増は

続いており、当制度の延長等による支援を検討していただきたい。 

（２）カーボンニュートラルの実現に向けた各種支援策の周知強化 

 ２０５０年までにカーボンニュートラルの実現を目指す政府の方針を受け、区内中小企

業・小規模事業者は様々な取組を実施している。しかし、こうした取組は事業者にとって

経済的な負担になり、かつ具体的な成果が見えにくいのが現状である。こうした現状を踏

まえ、区内事業者の競争力の向上に向けて官民協働で環境負荷の少ない社会を実現するた

めの意見交換の場を設けるほか、各行政機関で実施する助成制度等の情報について周知啓

発を推進していただきたい。 

（３）エネルギー価格高騰による燃料費負担の軽減策 

 昨今の燃料価格等の高騰を受け、区内の（旅客・貨物）自動車運送事業者は平均 25～30%

もの負担増を強いられている。こうした状況はこれからの区内経済を支える当該事業者に

とって大きな負担であることから、燃料費補助等の支援策を検討・実施していただきたい。 
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（４）地域経済の下支えのための公共工事予算の確保 

 地域経済を下支えするという観点で区内公共工事に係る予算維持をしていただき、評価

をしている。今後、エネルギー・原材料価格の高騰による経済状況の悪化が心配されてお

り、地域経済をより活性化させるため積極的な区内公共工事予算の確保を検討していただ

きたい。 

（５）公共事業の品質確保のための実勢価格に応じたスライド条項の運用 

工事請負契約書第 25 条（インフレスライド条項）に基づく価格スライドにおいて、地域

公共事業の品質確保の観点から、外部環境の変動に合わせ、スピード感を持ちかつ実勢に

則した価格算出の積極的な運用をしていただきたい。 

（６）公共事業における働き方改革実現に向けたゆとりある発注契約の運用 

２０２４年４月１日に働き方改革関連法における時間外労働の上限規制の猶予期間が終

了する。引き続き、杉並区として働き方改革を推進していくにあたり、公共事業の発注に

おいて事業者の声を踏まえた柔軟な工期設定や契約変更、発注時期の平準化への対応を強

化していただきたい。 

 

２．産業振興 

（１）区内事業者のデジタルシフトを進展させる支援の導入 

 デジタルシフトは事業者の生産性向上策の一環を進める上で有効な手段であるが、区内

事業者からは「コストを考慮すると導入に至らない」「導入効果がわからない」「何から始

めていいかわからない」といった声も聞かれ、自社のデジタルシフトを躊躇する様子が伺

える。こうした状況を踏まえ、デジタルシフトによる生産性向上に対する区内事業者への

意識啓発やデジタルシフトに取り組む事業者への具体的な支援策を検討していただきたい。 

（２）区内事業所への優先発注と品確法に基づく価格積算 

区内産業の支援、雇用創出等の観点から、区が行う公共工事・事業、輸配送、情報処理

委託業務等の発注や物品購入等に関しては、公契約条例の運用開始時期に合わせ、区内に

本店を有する専門事業者へ優先的に発注する環境を整えていただいたことは評価できる。

引き続き、区内事業所への優先発注に取り組むとともに、公共工事の発注にあたっては、

「公共工事の品質確保の促進に関する法律」に基づき、適正な工期・単価・価格での積算

を実施していただきたい。 

（３）工事発注先の条件の維持 

区が発注する共同企業体（ＪＶ）で行う工事（建築・機械・電気・造園・土木）について

は、その構成員の中に区内に本店を有する業者を１社以上又は 2 社以上含ませる取り扱い

となったが、区内産業振興の観点および区内事業者からの意見を踏まえ、本取り扱いを継

続して実施していただきたい。 
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（４）地域経済の振興の観点を取り入れた公契約条例の運用 

公契約条例の運用が始まり今後の適切な運用が期待される中、労働報酬下限額の適用等

については、東商としても区内事業者への意見聴取などを実施しながら、公契約審議会等

を通じて運用に協力をしていきたい。区としても、地域経済の振興が十分に果たせるよう、

引き続き区内事業者の意見を聴取しながら、運用をしていただきたい。 

（５）商業振興施策の拡充 

商業振興施策として、プレミアム商品券の導入等の区内での消費喚起・促進に向けた杉

並区による支援に加え、商店街の賑わい創出に向けて、より安全で快適に買い物ができる

環境整備に向けた支援を講じていただきたい。特に、来街者が安心して街を回遊できるよ

う商店街全体のユニバーサルデザイン化の推進を検討するとともに、商店街等の空き店舗

対策ならびに後継者不足への課題など、事業継続ならびに事業承継に向けた支援も講じて

いただきたい。 

（６）杉並区中小企業資金融資あっせん制度優遇措置の維持・拡充 

中小企業資金融資制度の産業経済団体加入者への優遇措置を継続して実施していただき

たい。また、創業支援資金についても産業経済団体への加入を前提とした優遇措置を適用

するなど適用範囲の拡充を図っていただきたい。ならびに商工会議所の経営指導・推薦に

もとづき融資される小規模事業者経営改善資金（マル経融資）における支払利子の補助制

度について、杉並区での導入につき、引き続き検討していただきたい。 

（７）区内在勤者への育児支援拡充ならびに待機児童対策の維持・推進 

杉並区では待機児童解消緊急対策にもとづいた保育施設の整備等により「待機児童ゼロ」

を継続し一定の成果を上げている。引き続き保育内容の充実を図り、「保育の質の向上」に

向けた対策を検討・実施していただきたい。さらに区内事業所で働く従業員の仕事と家庭

の両立支援の実現は、企業の人材確保の面からも有効であり、人手不足の解消に繋がるた

め、杉並区に在勤する区内事業者の従業員にも区民に準ずる形で保育施設等を利用できる

よう拡充策を検討していただきたい。 

（８）区内企業の環境意識向上に資する取組への支援 

東京商工会議所では、複雑化･多様化する環境問題を幅広く体系的に学ぶことができる検

定試験「環境社会検定試験(ｅｃｏ検定)」を実施している。SDGs の達成をはじめ世界的な

環境意識の高まりにともない、企業規模や業種を問わず環境に関する取り組みの重要性が

増していることから、ｅｃｏ検定により環境への意識向上に取り組む区内事業者の支援策

の創設を検討していただきたい。 

 

３．観光振興・地域振興 

（１）「中央線あるあるプロジェクト」を中心としたより広域的な観光振興の推進 

区と区内産業団体等が中心となって推進している同プロジェクトには、当支部としても
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積極的に協力・参画している。観光資源や魅力的な情報を広く発信し、国内外からの来街

者を増やす取組は地域活性化につながるものであり、国内外に向けて様々なメディアを活

用したＰＲなど、同プロジェクトによる事業推進を強化していただきたい。また産業振興

計画にも明記されたように、上記地域に限らず各地域との連携を強め、より広域的な観光

振興施策を推進していただきたい。 

（２）アニメ産業を活用した地域振興の推進 

 杉並区が取り組む東京工芸大学杉並アニメーションミュージアムにおける情報発信や中

野区・豊島区と連携した「アニメ等地域ブランディング事業」は、アニメを活用した産業

振興・地域振興策として評価できる。引き続き、アニメ等地域ブランディング事業のＰＲ

強化ならびにインバウンド需要の取り込みを視野に入れた、杉並区全域にわたる更なる地

域振興・観光振興事業や新たな観光資源の開発の検討を進めるとともに、当支部青年部の

「夢の力プロジェクト」活動に見られるようなアニメを切り口とした各種地域活動へのＰ

Ｒ等での支援を実施していただきたい。 

（３）井草地区の地域振興の推進 

井草地区の関係者が協力し、地域資源を活用してまちの魅力と価値を高め、活性化を図

る事業である「花と緑の井草祭り」をはじめとした「井草ガーデンタウンプロジェクト～

花と緑にあふれる井草地域の実現」に対し、予算措置を伴う継続的な支援を実施していた

だきたい。 

（４）住民税の継続的な流出に対する危機感の共有と対話の場の創出を 

ふるさと納税による令和 4 年度の杉並区の住民税流出額が 40.9 億円となり、またこの金

額が年々増加傾向にある現状を受け、杉並区経済界としては行政サービスの質の低下とい

った事態に陥りかねないという強い危機感を有している。こうした状況を受け、上記危機

感を共有し、今後の杉並区の住民税流出という課題にどのように向き合っていくのかを官

民それぞれの視点から幅広く議論しあう対話の場の設置を検討していただきたい。 

 

４．まちづくり 

（１）高井戸ＩＣ下り入口の早期設置を含めた周辺地域の一体整備 

高井戸公園の整備計画は２０２１年６月１日に大芝生広場ゾーンが全面開園となったほ

か、近隣公立学校の移転に向けた議論が進むなど、周辺地域一体整備に向けた環境整備が

整いつつある。引き続き、中央道高井戸 IC 下り線入口の早期設置や富士見丘通りの安全性

向上を含めた道路環境の改善など、地域住民や関係者の意見を踏まえながらグランドデザ

インを描き、高井戸公園周辺を含めたまちづくりの課題解決に向け関係団体との継続的な

対話を進め、具体的な事業進展に資する活動を取り組んでいただきたい。 

（２）荻窪駅周辺のまちづくり 

杉並区基本構想の中では、地域特性を生かした駅周辺のまちづくりが、重点的な取り組
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みとして位置づけられている。かねてより当支部が「杉並区３世代ビジョン」の中でも提

案しているとおり、荻窪駅ならびに同駅周辺の整備・まちづくりや商業集積の実現に向け、

東京都・ＪＲ等交通事業者への働きかけとともに、計画に基づいた整備を推進していただ

きたい。 

（３）西荻窪駅周辺のまちづくり 

西荻窪駅周辺のまちづくりについては、かねてより生活道路の整備や安全性、災害時の

対策等についても課題となっている。「西荻窪駅周辺まちづくり懇談会」における意見を踏

まえ、地元事業者や区民の声を十分に聴取しながら、西荻地域の特長や良さを生かした同

駅周辺の整備・商業集積の実現に向けたまちづくり方針を策定していただきたい。 

（４）区立施設再編整備 

区立施設再編整備の計画を進めるにあたっては、地元事業者、地域住民の意見を十分に

配慮するとともに、荻窪駅や阿佐ケ谷駅周辺が産業振興の中心地域であることを踏まえつ

つ、長期的な展望に基づき推進していただきたい。特に阿佐谷の杉並第一小学校等施設整

備にあたっては、産業商工会館の移転を含めた産業振興機能の集約や、区内において大人

数を収容できる会議施設等が極端に限られる状況を踏まえ、コンベンション機能やバンケ

ット機能を有した施設整備を検討していただきたい。 

（５）企業の区内誘致 

新型コロナウイルス感染拡大を契機とした働き方改革の一翼を担うと目される「職住近

接」という観点を踏まえ、かつ労働人口・昼間人口を増やし地域の活性化につながる施策

として、企業の本社機能、オフィス、研究機関等の誘致を推進していただきたい。 

（６）東京外かく環状道路（関越道～東名高速間）の整備促進 

東京外かく環状道路（以下「外環道」という）の整備は、交通渋滞解消、通り抜け車両

の減少による生活道路の安全性向上、ＣＯ２削減効果に加え、地震などの大規模災害時に

おける代替路としての役割など、経済・産業・地域の発展に大いに寄与すると考える。当

支部が以前実施した調査によれば、計画中の外環道のインターチェンジのうち、杉並区に

接する青梅街道インターチェンジについて、計画がハーフインターチェンジであることを

知らない事業者が６割を超えるとともに、フルインターとすることが望ましいと考える事

業者は７割を超える結果であることを踏まえ、杉並区には、本計画における整備の方向性

を区内事業者に対し明確に周知するとともに、本線開通後の将来にわたって、区民にとっ

ての利便性・安全性等を考慮したうえで、国、東京都と連携し、その推進に向けて積極的

に行動していただきたい。 

（７）中杉通り（補助１３３号線）の延伸について 

昭和２２年に都市計画決定されている中杉通り（補助１３３号線）は、整備が青梅街道

までで中断しているため、交通渋滞の発生や南北のスムーズな移動の妨げとなり、経済活

動上多大な損失を生んでいる。また、大規模災害発生時の避難路確保等、防災上の観点か
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らも、中杉通りの整備（延伸）を進めるべきと考える。「東京における都市計画道路の整備

方針」においては優先整備路線に位置づけられていることからも、杉並区としても東京都

に対し、延伸整備が早期事業化するよう積極的に働きかけ、具体的な事業進展に資する取

り組みを推進していただきたい。 

（８）自転車交通に関する啓発活動について 

日本版 MaaS に関する取り組みが活発化する中、目的地までのラストワンマイルを支え

るシェアサイクルや電動自転車、電動キックボード等の利活用が注目されている。一方、

歩行者とのトラブルや事故のリスクも増大していることから、自転車利用者へのルール啓

発や違反行為への取り締まり強化、シェアサイクル事業の規則制定、パーソナルモビリテ

ィ走行帯の整備など安心して道路を利用できる取組を推進していただきたい。 

（９）浜田山駅南口早期開設について 

杉並区内に立地する京王井の頭線地上駅の中で唯一、南北自由通路が設置されていない

浜田山駅は、ラッシュ時はいわゆる「開かずの踏切」状態となり、利用客の利便性を阻害

している状態である。利用客の利便性向上のみならず安全性向上の観点からも、同駅南口

の早期開設を検討していただきたい。 

 

５．防犯・防災・防火対策・洪水対策の強化 

（１）防犯カメラの設置、維持管理、更新の促進 

防犯カメラの設置、維持管理、カメラの定期更新は、安全・安心なまちづくりの推進の

みならず犯罪抑止力としても効果を上げており、地域住民からもその効果に期待が寄せら

れている。引き続き、設置、維持管理、更新の促進に向けた継続的な予算措置を図ってい

ただきたい。また区内三警察署と連携して実施している防犯カメラ設置促進事業に対して

も予算措置を含め一層支援していただきたい。 

（２）防災機能の強化と災害発生時の対策の周知徹底ならびに事業再生への支援 

杉並区の防災機能を更に強化していただきたい。特に、最新の防災マップ、ハザードマ

ップの配布や情報提供をはじめ、区民ならびに区内事業者に対し、事前対策の促進ならび

に避難行動に活かすためにも、継続的な周知徹底を図っていただきたい。また、災害時に

おける広域避難場所とアクセス道路の確保はもちろんのこと、外国人居住者・来街者の避

難行動が迅速に図れるよう、誘導対応可能な多言語表示の案内版などの設置を促進してい

ただきたい。 

（３）特定緊急輸送道路ならびに一般緊急輸送道路の沿道建築物の耐震化促進 

平成 23 年に制定された「東京における緊急輸送道路沿道建築物の耐震化を推進する条

例」により、東京都全域では特定緊急輸送道路の沿道建築物の耐震化率は令和 5 年 6 月末

で 88.1％となっている。杉並区内の同道路における沿道耐震化が進んでいるが、現時点で

も一部区間においては 70％未満や 80％未満の区間がある。これは耐震補強の助成制度を
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検討しても、実施できない事情がある建築物があることが原因と考えられる。ついては、

杉並区独自の補助の仕組みなどをご検討いただき、耐震化率の向上を図っていただきたい。

また、同様に指定されている一般緊急輸送道路（早稲田通り、五日市街道など）の沿道建

築物についても耐震化が目指されており、こちらにおいても耐震化率向上に向けた杉並区

独自の推進策を検討していただきたい。 

（４）木密地域の早期解消 

木密地域は居住者の高齢化による建替え意欲の低下、敷地が狭小等により建替えが困難

かつ権利関係が複雑で、合意形成に時間を要するなどの理由から、整備・改善が進みにく

い状況である。延焼遮断効果のある道路等の整備、避難場所・避難経路の確保、老朽建築

物の建替え・除去、共同建替えによる不燃化、避難場所等として機能する公園の整備推進

などの取り組みを継続的に推進していただきたい。また、電気火災の予防に向けて区内事

業者に対しても感震ブレーカーの設置支援の対象として拡充を図るとともに、狭隘道路の

拡幅整備と併せ、電線地中化について検討していただきたい。 

以 上 
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